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令和６年度事業計画 

 

１ 令和６年度自衛隊援護協会を取巻く環境 

 

(1) 令和６年度の雇用環境 

ア 雇用環境全般 

令和６年１月に総務省が発表した令和５年平均の完全失業率は、2.6％となり、前

年と同率、また、同時期に厚生労働省が発表した令和５年平均の有効求人倍率は 1.31

倍となり、前年の 1.28倍と比べ 0.03ポイント上昇した。  

イ 退職予定自衛官の雇用環境 

令和５年度の退職予定自衛官に対する求人倍率は、３／四半期までの実績では、定

年制自衛官については、求職者数 1,428人に対し、求人数は 24,198人で求人倍率は

16.9倍であった。また、任期制自衛官については、求職者数 1,013人に対し、求人

数は 38,103人で求人倍率は 37.6倍であった。 

求人倍率は、高倍率で推移しているが、特定業種の求人が突出しており、退職予定

自衛官の希望とは必ずしも一致していない。 

ウ 令和６年度の雇用環境の見通し 

昨年後半から新型コロナウイルス感染症拡大が収まり、景気が比較的堅調に推移

していることから有効求人倍率も上昇してきているが、退職予定自衛官が再就職先

として希望する地域、業種、雇用形態、処遇等とのマッチング度合いで考えると、引

き続き予断を許さない状況が継続するものと思われる。 

特に、処遇等については、昨年に引き続き大幅な賃金上昇が見込まれていることか

ら、その動向について注視する。 

  

(2) 自衛隊援護協会の運営 

  ア ＤＸ（デジタルトランスフォーメーション）への対応 

社会におけるＤＸの進展へ対応していくため、業務のデジタル化についての検討

を継続する。  

イ 自衛官の定年年齢の引き上げに伴う対応 

令和５年１０月からの自衛官の定年年齢の引き上げに伴う定年制退職予定自衛官

数の大幅な変動に鑑み、退職予定自衛官の援護に及ぼす影響について注視するとと

もに必要な対応・措置を講じる。 

ウ 改正高年齢者雇用安定法施行への対応 

企業における７０歳までの就業機会の確保が努力義務化されたことに伴い、退職

予定自衛官の再就職後における雇用環境への影響について注視する。 

エ プロフェッショナル人材戦略拠点との連携 

内閣府が推進しているプロフェッショナル人材事業に基づく各地域のプロフェッ

ショナル人材戦略拠点と連携し、退職予定自衛官の地方における再就職機会の拡大
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を引き続き図る。 

オ 法律改正等への対応 

(ｱ) 関係法令等の改正・施行に対応し、関連する内部規則等を施行する。 

(ｲ) 改正高年齢者雇用安定法施行への対応が自衛隊援護協会の組織運営へ及ぼす影

響等を踏まえ、対応策を検討する。 

  カ 情報セキュリティ対策の強化 

企業・団体等のシステムを狙うサイバー攻撃や個人情報流出等のリスクが増大し

ていることから、情報セキュリティに関する最新の状況を収集・周知し、その対策に

万全を期す。 

  キ 個人情報の管理 

令和６年３月のプライバシー・マークの更新を踏まえ、個人情報マネジメントシス

テムの着実な実行、特に関係規則、規程等を確実に遵守する。 

   

２ 事業実施方針 

     

自衛隊援護協会は、退職予定自衛官及び退職自衛官の再就職に関する援護業務の向

上を図るため、全国７箇所の無料職業紹介所及び自衛隊援護協会本部に設置している

船員職業紹介所の職業紹介事業の充実強化に努め、再就職援護を希望する全員に対し

適切な再就職先を紹介することを基本とする。 

この際、以下を重視する。 

 

(1) 自衛隊援護機関、職業安定機関等と連携した無料職業紹介事業の積極的推進 

自衛隊就職援護情報ネットワークシステムによる求人情報の共有化を推進すると

ともに、退職予定自衛官に対し適切な再就職先を斡旋すべく、自衛隊援護機関及び職

業安定機関等と連携した無料職業紹介事業を積極的に推進する。 

 

(2) 財政基盤の安定 

ア 会員拡大の努力を継続するとともに、収益事業の改善を行うことにより財政基盤

の安定に努める。 

イ 物価上昇に伴う経費増に対応するため、管理経費の節減、適正な競争入札等による

調達等、諸経費の削減を継続する。 

 

３ 事業実施計画 

 

(1) 退職予定自衛官及び退職自衛官に対する無料職業紹介事業 

ア 退職予定自衛官に対する無料職業紹介事業 

厚生労働大臣の許可を受けた７箇所の無料職業紹介所を中核として、自衛隊援護

機関及び職業安定機関等との緊密な連携の下に、退職予定自衛官全員に対する適職

援護を目標として無料職業紹介事業を実施する。令和６年度における求職者数、求人
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については、次のように見積もる。 

(ｱ) 退職予定自衛官の求職者数 

令和６年度における退職予定自衛官の数は、定年制自衛官約 3,500人、任期制

自衛官約 2,500 人と見積もられる。このうち定年制自衛官の 76.22％にあたる

2,668人、任期制自衛官の 52.31％にあたる 1,308人が再就職斡旋を希望するも

のと予想される。 

(ｲ) 退職予定自衛官に対する求人 

令和６年度の退職予定自衛官に対する求人は、令和５年度３／四半期までの実

績をもとに見積もると、①求人件数ベースで定年制自衛官約 13,332 件、任期制

自衛官約 15,039件、合わせて約 28,371件と見込まれる。②また求人票に記載さ

れた求人数ベースでみると、定年制自衛官約 29,036人、任期制自衛官約 40,928

人、合わせて約 69,964人と見込まれる。 

イ 退職自衛官に対する無料職業紹介事業 

退職自衛官の生活基盤の安定に資するため、一定の条件の下で就職援護を希望す

る退職自衛官に対して無料職業紹介事業を実施する。 

ウ 退職予定自衛官等に対する無料船員職業紹介事業 

国土交通大臣の許可を受けた船員職業紹介所を自衛隊援護協会本部に設け、船員

への就職援護を希望する退職予定自衛官及び退職自衛官に対し無料で職業紹介事業

を実施する。 

 

(2) 退職予定自衛官に対する就職援護支援受託事業 

仕様書に基づき、全国 26箇所の陸・海・空自衛隊の駐屯地・基地に進路相談員を

配置し、退職予定自衛官に対して進路相談、就職援護に対する教育、面接指導等の就

職援護支援、配置先駐屯地・基地以外の退職予定自衛官への出張相談、電話、メール

及びＴＶ電話方式による就職援護支援をそれぞれ国の受託事業として実施する。 

 

(3) 自衛隊員及び家族に対する職業訓練の支援事業 

ア 公的資格等取得等のための職業訓練受託事業 

国の一般競争入札に参加し、退職予定自衛官に対して公的資格等の取得等に必要

な知識技能を付与するための国費通信教育及び防災・危機管理教育を受託事業とし

て実施する。 

 

 

 

 

 

 

イ その他の職業訓練受託事業 

国の一般競争入札に参加し、退職予定自衛官に対して退職後の職場で必要な知識

区分 内容 

国費通信教育 退職予定自衛官を対象とした資格等取得教育 

防災・危機管理教育 定年制退職予定自衛官で自治体等の防災関連部署に再

就職を希望する者を対象とした防災士等の資格取得及び

知識素養を付与する教育 
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技能を付与するための業務管理教育等の課目の一部を受託事業として実施する。 

ウ 私費通信教育事業 

国費通信教育の体制を活用し、自衛隊員及び元自衛隊員並びにその家族、予備自衛

官補に対して資格の取得に必要な知識技能を付与するため私費通信教育を実施する。 

 

(4) 就職援護を支援する図書・教材の発行事業 

自衛隊員が民間企業等に再就職するに際し、職場環境の違いを克服し円滑に新し

い社会生活に適応できるようにするため、定年制及び任期制退職予定自衛官のため

の『再就職必携』等の図書・教材を発行する。 

 

(5) その他この法人の目的を達成するために必要な事業 

ア 求人企業、会員及び自衛隊員等に対する広報事業 

自衛隊援護協会の地位・役割、実施業務及び人材情報等について、各種印刷物及び

ホームページ等により幅広く広報し、無料職業紹介事業を円滑ならしめるとともに、

自衛隊・自衛官に対する理解と認識を深めていただくため、会員等に対して自衛隊の

部隊研修、演習見学、自衛隊広報行事等への招待、意見交換会等の案内、機関紙「え

んご」や援護協会発行図書の贈呈等を行う。 

援護広報に際しては、自衛官の援護と募集が表裏一体の関係にあることから、募集

広報についても留意する。 

イ 機関紙「えんご」の発行 

自衛隊援護協会の業務内容等を関係先に広報し、業務の円滑化を図るため、機関

紙「えんご」を四半期に１回発行する。 

ウ 予備自衛官制度の周知 

自衛隊援護協会のパンフレット（人材ガイド）等を活用し、求人企業に対して予備

自衛官制度の周知に努める。 

エ 自衛隊員及び家族に対する無料電話法律相談事業 

自衛隊員とその家族の生活設計を支援するため、４名の弁護士と契約し、申し込み

者に対して無料で電話相談に応じる事業を実施する。 

 


